
1.  はじめに

安全設計の妥当性を判断するために実施する安全
解析では，解析結果をあらかじめ定められた判断基
準と比較する．判断基準としては，例えば軽水型動
力炉の非常用炉心冷却系の性能評価指針において，
燃料被覆管最高温度が1200℃を下回ること等が挙
げられる．結果が最も厳しくなるように定めた条件
における，保守的な結果を導くモデルを用いた解析
結果に対して，これらの判断基準が守られていれば
良く，その際に現象の詳細な再現は問われない（1）．
このため，現象の表現力は限定的であるが，解析結
果に保守性が担保される保守的評価コードが使用さ

れ，これには計算機の高度な演算能力は必要なかっ
た．一方，現象を現実的精度で再現する最適評価コー
ドの開発がスリーマイル島事故を前後して本格化
し，近年では計算機能力向上の恩恵にも預かり安全
解析に使用されるようになってきた．大型実験装置
が世界的規模で廃止されつつあり，事故現象の予測
や解明に計算機シミュレーションが用いられること
が増えてきたことと併せ，最適評価の担う役割は大
きい（2）．その反面，最適評価にはモデル化の際に使
用された実験データの計測精度やモデル化に伴う誤
差を起因とした不確かさが含まれる．安全設計の妥
当性を担保するにはこの不確かさを考慮した評価が
必要となるが，最適評価単独での実現は困難である．
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このような背景のもとで，最適評価を不確かさの統
計的処理と組み合わせた統計的安全評価の開発，導
入が進んでいる．

統計的安全評価に係る研究は欧米を中心に進
んでおり，統計的安全評価手法について様々な
ガイドラインが発行されている．日本国内で
も，統計的安全評価に対する関心は日本原子力学
会（AESJ）を中心に高まり，2008年にはCode 
Scaling, Applicability and Uncertainty（CSAU）
手法（3）およびEvaluation Model Development and 
Assessment Process（EMDAP）（4）を拠り所とした
統計的安全評価手法のガイドラインがAESJ標準（5）

として発行されている．当研究所でも，これまでに
原子炉停止時余熱除去系機能喪失事故（6）および小
破断冷却材喪失（LOCA）時高圧注入系不作動事故（7）

に対し，統計的安全評価の適用に係る研究を進めて
きた．本稿ではこのような研究経験を交えて，統計
的安全評価の歴史的経緯を整理するとともに，その
手法について概観を纏めている．

2.  歴史的経緯

2.1  統計的安全評価とは

統計的安全評価は，安全設計の妥当性を判断する
ために実施する安全解析評価のうちの一つである．
安全解析手法の一覧を図１に示す．安全解析は決定
論的アプローチおよび確率論的アプローチの相補的
な二つの評価に大別でき，決定論的アプローチでは
考え得る最大級の事故を対象とした評価を行い，確
率論的アプローチでは考え得る全ての事故を網羅的
に取り扱った評価を行う．

統計的安全評価はこのうち決定論的アプローチに
含まれる．決定論的アプローチにおいて，原子力開
発初期には知識およびデータが不足していたため，
保守的評価（EM，Evaluation Model）が使用され
てきた．保守的評価では，現象の再現性は限定的で
あるものの保守的なモデルが採用されているため，
解析結果により安全設計の妥当性を担保できる．安
全解析では想定した最大規模の仮想事故において判
断基準が守られてさえいれば良いためである．一方，
近年は計算機能力や解析手法の発達により，最適評
価（BE，Best Estimate）に移行しつつある．最適
評価では，現象を現実的精度で再現するモデルが採
用されており，解析対象の安全余裕を現実的な精度

で定量表示できる．しかしながら，保守的評価とは
異なり保守的なモデルを採用していない．このため，
安全設計の妥当性を担保するには，モデル化の際に
必ず内包される不確かさ（現象の再現精度）を考慮
した評価が必要となる．BEコード固有の不確かさ
を考慮して最適評価を行う統計的安全評価（BEPU，
Best Estimate Plus Uncertainty）では，これが可
能となる．保守的評価，最適評価および統計的安全
評価による安全解析結果の模式図を図２に示す．

一方，安全解析とは別に，事故後の現象解明にお
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図１　安全解析の種類

図２　各評価による安全解析結果の模式図
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いても解析シミュレーションは利用される．大型実
験の実施と比べれば廉価で研究を進めることができ
るため，および実験では計測が極めて困難な物理量
を比較的容易に求めることができるためである．事
故後の現象解明では，発生したと思われる現象に肉
薄した詳細な現象解明が求められる．すなわち，現
象の詳細な再現力が必要なため，最適評価，ひいて
は統計的安全評価が必要となる．

また，統計的安全評価の推進により付随される恩
恵として，安全解析に対する影響度の大きい解析モ
デル等の不確かさを個別に定量化することができ
る．このため，将来の効率的な安全研究および合理
的な原子炉施設の設計を行うためのデータベース作
成に資することも期待される．

2.2  統計的安全評価の発展と導入

最適評価および統計的安全評価は米国における
スリーマイル島事故を前後して研究が本格化し
た．BEコードの開発および実験研究の蓄積によ
り，1980年代後半に米国原子力規制委員会（NRC）
でBEコードを安全解析へ適用することが可能と
判断され，非常用炉心冷却装置（ECCS）認可基
準10CFR50.46（8） が改訂された．BEコードを使
用する際にはその不確かさを考慮することが要
求され，1989年にはCSAU手法（3）が開発された．
同分野の研究は米国以外でも進展し，ドイツの
Gesellschaft fur Anlagen- und Reaktorsicherheit

（GRS）手法やイタリアのUncertainty Analysis 
Methodology based on Accuracy Extrapolation

（UMAE）手法が挙げられる（9）．また，経済協力開
発機構/原子力機関（OECD/NEA）のWorking 
Group on Analysis and Management of Accidents

（WGAMA）においても統計手法の研究がなされ（10），
2004年からはBest Estimate Methods Uncertainty 
and Sensitivity Evaluation（BEMUSE）プログラ
ムが実施された（11）．BEMUSEプログラムは２ステッ
プに分かれ，前段では実験，後段では実機プラント
を対象とした大破断LOCAに対する不確かさ解析
の研究がなされている．

統計的安全評価の規制への利用について，海外で
は既に導入または検討が進められている．米国で
は，10CFR50.46において判断基準を超えないこと
を高い確率をもって示すことが要求され，これに
伴いWestinghouse社，Areva NP社およびGeneral 

Electric社による統計的安全評価を用いた許認可申
請が行われた．他にも韓国やスペイン等で，統計的
安全評価が規制に利用されている．なお，米国の許
認可申請では確率的表現の確信度（累積確率値およ
び信頼水準）として工学的な慣例に沿った95%を
使用しており，これはRegulatory Guide l.157（12）に
おいて認められている．

3.  手法概観

3.1  ガイドライン

統計的安全評価手法に係るガイドラインは，海
外および国内において作成されてきた．米国では
CSAU手法（3）がNRCよりガイドライン化されてお
り，オリジナルの手法では加圧水型原子炉（PWR）
大破断LOCA，TRAC-PF1コードを対象に，解析
コードの適用性検討から統計的安全評価値の導出に
係る一連の手法が示されている．現在も，不特定の
事故，解析コードへの適用を目指したCSAU手法
として発展している．さらに，「運転時の異常な過
渡変化および事故解析手法としての計算モデルの開
発と評価」（EMDAP）（4）がNRCよりガイドライン
化されている．EMDAPは不特定の解析コードの開
発および改良時における，解析コードの妥当性評価
に関する手順を示したものであり，最適評価コード
が備えるべき要件が明確化されている．

日本でも，CSAU手法を拠り所に幅広い事例へ適
用できるAESJ標準として「統計的安全評価の実施
基準」（5）がガイドライン化されている．オリジナル
のCSAU手法とは取り扱う解析事象と解析コード
の２点で異なる．AESJ標準が対象とする事象は大
破断LOCA以外の事故や運転時の異常な過渡変化
も含まれ，解析コードについてもTRAC-PF1コー
ドといった特定の解析コードへの適用は想定してい
ない．その他の標準として，不確かさを考慮した
予測評価や品質管理を加えたモデリング&シミュ
レーションの方法論を纏めた「シミュレーションの
信頼性確保に関するガイドライン」（13）がガイドラ
イン化されている．

AESJ標準に沿った統計的安全評価の実施フロー
を図３に示す．まず，（a）解析コードの適用性評価
のフェーズにおいて，対象とする解析事象および原
子炉施設に対する重要現象を特定するとともに，解
析コードの適用性を評価する．本フェーズは６ス
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テップに細分化される．次に，（b）パラメータの不
確かさ定量化のフェーズにおいて，不確かさを評価
するために選定した実験データを用いて，重要現象
に対する解析コードの模擬性能および不確かさを評
価する．本フェーズは４ステップに細分化される．
その後，（c）感度解析および不確かさ評価のフェー
ズにおいて，不確かさを考慮した解析を実施し，統
計的安全評価値を決定する．本フェーズは４ステッ
プに細分化される．最後に，（d）判断基準との比較
および，（e）文書化を行う．

3.2  コンセプト

統計的安全評価手法のコンセプトを図４に示す．
まず，対象とする事象の評価パラメータに対して影
響の大きい重要現象を同定する．次に，重要現象に
係る解析モデル等の不確かさを評価，確率密度分布
として定量化し，これが統計解析における入力の母
集団分布となる．統計解析を行うため，この入力母
集団分布から，その特徴を保持しかつ所定の確信度
を満たすようなサンプルを抽出する．抽出した入力
サンプルを用いて統計解析を行い，評価パラメータ
についての評価結果のサンプルを得る．最後に，統
計的理論に基づいて評価結果サンプルからその母集
団分布における統計的安全評価値を決定する．これ
が判断基準と比較し得る評価値となる．

3.3  要素技術の解説

当研究所ではこれまでに原子炉停止時余熱除去系
機能喪失事故（6）および小破断LOCA時高圧注入系
不作動事故（7）に対し，統計的安全評価の適用に係
る研究を実施している．このような研究経験を交え
て，図４のコンセプトに示す要素技術である重要現
象の同定，モデル不確かさ評価および統計解析につ
いて述べる．

3.3.1  重要現象の同定

対象とする評価パラメータに対して影響の大きい
重要現象を明確にする．評価パラメータに対する
影響度と併せて重要現象を明確にする必要がある
ため，重要度ランクテーブル（PIRT，Phenomena 
Identifi cation and Ranking Table） を 作 成 す る．
PIRTは使用する解析コードやノード分割，収集

(a)

(b)

(c)

(d)

(e)

( 1)

( 2)

( 3)

( 4)

( 5)

( 6)

( 7)

( 8)

( 9)

( 10)

( 11)

( 12)

( 13)

( 14)
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図３　統計的安全評価手法の流れ
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する実験データの選定等，統計的安全評価におけ
る様々なプロセスで利用されるため，重要である．
PIRTはCSAU手法を定めた1989年のNUREG/CR-
5249において初めて使用され，PWR大破断LOCA
の安全評価を目的に７ステップの手順で作成され
た．1998年にはより広範な対象への適用が可能と
なるよう汎用化するとともに，合理的な判断を実現
するためのロバストな方法論を目指した15ステッ
プの作成手法が発表された．2004年にはPIRTの
質を損なうことなく作成効率を向上させるため９
ステップに単純化された作成手法が提案された．
AESJ標準では，単純化されたPIRTの作成手順を
一部変更した以下の７ステップが定められている．

（a）目的および対象とする原子炉施設の確認
（b）注目パラメータの設定
（c）時間領域の分割
（d）物理領域の設定
（e）現象の同定
（f）重要度のランク付け
（g）文書化

3.3.2  モデル不確かさ評価

重要現象に係る解析モデル，入力データおよびス
ケール効果について，不確かさを評価する．不確か
さの評価に際し，重要現象と関連する実験との対応
を纏めた評価マトリックスを作成し，整備した実験
データとモデルの差異を評価する．当研究所が実施
した不確かさ評価では，次の３つの手法に大別して
モデル不確かさの確率密度分布をデータ化した．

（a） 実験計測点のデータをもとに，解析コード組
込みモデルを直接計算し，計算結果と実験
データを比較する．解析コードを介さず該当
モデル単独での評価が可能な手法である．

（b） 実験解析を実施し，解析結果と実験データ
を比較する．解析コード組込みモデルを直
接計算することが困難なパラメータに対す
る手法であり，幅広いパラメータに適用可
能である．

（c） 解析モデルではなく計測データとして直接
データベース化されているパラメータについ
ては，計測データのばらつきを評価する．

A B

C D

( )

A B

C D
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図４　統計的安全評価手法のコンセプト
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モデル不確かさの確率密度分布をデータ化するに
あたり，まず実験データとモデルの差異を相関図と
して表現する．不確かさを定量化する．不確かさ
は，偏りなくばらつくランダムな不確かさと，ばら
つきが一方向に偏るバイアスとに分けられ，この相
関図により該当パラメータの不確かさがどちらに分
類されるか判断できる．ランダムな不確かさに分類
されたものは統計的に扱う必要があるため，相関
図を基に実験データとモデルの比を取った度数分
布，すなわち確率密度分布をデータ化する．正規分
布や一様分布等の定形的な分布形状ではなく，不定
形な分布形状とする場合，分割数や分割幅，分割開
始点を一定の指標に基づき選択する．分割数に関し
てはSturgesの公式（1926），Doaneの公式（1976）
等の研究があり，分割幅に関してはScottの公式

（1979），Freedman and Diaconisの公式（1981）等
の研究がある（14）．

3.3.3  統計解析

全ての重要現象に係るモデル不確かさを統計的に
組み合わせた統計解析を行い，統計的安全評価値を
決定する．統計解析において，図４に示すサンプリ
ング法，計算法および評価法の３要素の各々につい
て，手法を選択する必要がある．

サンプリング法は，データ化したモデル不確かさ
の確率密度分布を入力母集団分布とし，これからサ
ンプルを取ることに係る手法である．サンプリング
はあくまで母集団分布の特性を把握するための手段
であるため，母集団分布の特性を保持し，かつ無
作為なサンプリングが必要となる．主なサンプリ
ング法としてランダムサンプリング（モンテカル
ロ法）があり，母集団分布の全域から均等な確率
で，かつ試行ごとに独立した確率でサンプリングを
行う．ランダムサンプリングでは母集団分布の特性
を保持するため多くの試行回数が必要となり，これ
を避ける手法としてラテン超方格法（LHS，Latin 
Hypercube Sampling）がある．LHSでは，母集団
分布を等確率かつ重なり合いのない複数のセグメン
トに分割し，１つのセグメントから複数回のサンプ
リングは実行しないとした上で，セグメント単位で
サンプリングする（15）．以上のサンプリングには乱
数を用いる必要があり，疑似乱数生成法としてメル
センヌ・ツイスタや線形合同法等が挙げられる．

計算法は，入力サンプルを組み合わせた統計解析

の実行に係る手法である．解析コードによる１回あ
たりの解析所要時間が短い場合，解析コードを用い
て直接的に多数回の解析を実行する直接計算法が採
用できる．一方で，解析所要時間が長い場合，パラ
メータを限定した簡易プログラムによる多数回の解
析や，応答曲面法の利用が一考に値する．応答曲面
法は，事前の感度解析に基づき各不確かさに対する
安全評価パラメータの応答を多項式で近似し，その
近似式に基づき統計的組合せ評価結果を予測する手
法である（16）．

評価法は，統計解析により得られる評価結果サン
プルから，統計的理論に基づいてその母集団分布に
おける統計的安全評価値を決定することに係る手法
である．評価結果サンプルが多い場合，サンプルを
母集団分布として扱う直接処理法が採用できる．一
方で，評価結果サンプルが少ない場合はパラメト
リック法（母集団分布に対して正規分布等の特定の
分布を仮定する手法）またはノンパラメトリック法
を使用する．パラメトリック法では，例えば母集団
分布を正規分布と見なし，Owenの数表等を使用し
て許容限界の統計理論に基づき統計的安全評価値を
決定する．ノンパラメトリック法としては順序統計
法があり，所定の確信度を有する統計的安全評価値
を得るために必要な評価結果サンプル数をWilks（17）

の統計理論等から求める．順序統計法により95%
の確信度を有する統計的上限値，すなわち「95%の
予測精度（信頼水準）で解析結果母集団分布の上
位5%（累積確率値）を表現する評価結果サンプル」
を求める場合に必要となるサンプル数について述べ
る．評価結果サンプルの上位１番目（最大値）を統
計的上限値と定める場合，「評価結果サンプルの少
なくとも１つが，評価結果母集団分布の上位5%に
95%の予測精度で含まれる」ようにサンプル数Nを
決める必要がある．これを数式で表すと

1 − 0.95N ≥ 0.95 （1）

となるため，N  59が必要なサンプル数である．
また，評価結果サンプルの上位２番目を統計的上限
値と定める場合，「評価結果サンプルの少なくとも
２つが，評価結果母集団分布の上位5%に95%の予
測精度で含まれる」ようにサンプル数Nを決める必
要がある．これを数式で表すと

1−( 0.95N + N × 0.95N−1 × 0.05 )  0.95 （2）

となるため，N  93が必要なサンプル数である．
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4.  研究実績

原子炉停止時余熱除去系機能喪失事故（6）を対象
に，当研究所の研究実績について述べる．原子炉停
止時の事故は多くが余熱除去系吸込配管からの空気
の巻き込みと関連しており，その重要性が古くから
認識された事故である（18）．炉心冷却の代替手段と
して，原子炉冷却系統閉止状態では蒸気発生器（SG）
を用いたリフラックス冷却に，原子炉冷却系統開放
状態では燃料取替用水タンクを水源とした重力注入
に期待できる．

原子炉停止時余熱除去系機能喪失事故における評
価パラメータは，原子炉水位と１次系圧力の２つで
ある．原子炉水位は，炉心露出に直接係る重要なパ
ラメータである．１次系圧力は，リフラックス冷
却では加圧器逃がし弁開放による冷却材流出に係
り，重力注入ではSG出入口に設置のノズル蓋耐圧
に係る重要なパラメータである．これらの評価パラ
メータに対し，リフラックス冷却のみを想定したシ
ナリオと，重力注入のみを想定したシナリオの各々
についてPIRTを作成した（19）．時間領域は炉心沸騰
前，炉心沸騰後および炉心冷却代替手段開始後の３
フェーズに分割している．物理領域は大破断LOCA
を対象としたPIRT（20）と同様の領域で分割してい
る．解析コードはRELAP5/MOD3.2を用いており，
PIRTで挙げられた重要現象のうち，感度解析等に
より評価パラメータへの影響度が特に大きいと判断
された現象については，そのモデル不確かさを評
価した（表１）．評価対象の原子炉施設は実機PWR
プラントであり，ROSA/LSTF（29）やBETHSY（30）

実験装置による原子炉停止時総合効果実験の解析を
踏まえ，ノード分割を設定している．全てのモデル
不確かさを統計的に組み合わせた統計解析におけ
る，サンプリング法，計算法および評価法の３要素
については，ランダムサンプリング，直接計算法お
よび順序統計法を用いている．

5.  おわりに

最適評価には，モデル化の際に使用される実験
データの計測精度やモデル化に伴う誤差を起因とし
た不確かさが含まれる．安全設計の妥当性を担保す
るにはこの不確かさを考慮した評価が必要となるた
め，最適評価を不確かさの統計的処理と組み合わせ
た統計的安全評価手法の開発，導入が進んでいる．

統計的安全評価に係る研究は欧米を中心に進んでお
り，日本国内でも統計的安全評価手法のガイドライ
ンがAESJ標準として発行されている．当研究所で
も，これまでに原子炉停止時余熱除去系機能喪失事
故および小破断LOCA時高圧注入系不作動事故に
対し，統計的安全評価の適用に係る研究を進めてき
た．

本稿では，統計的安全評価の歴史的経緯を整理し
た．また，その手法の概観を纏めるとともに，重要
現象の同定，モデル不確かさの評価および統計的安
全評価値の決定について当研究所の研究経験も交え
て整理した．
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